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総括研究報告書 

認知症の予防と認知症者のリハビリテーションのガイドライン作成

研究代表者 島田 裕之

国立長寿医療研究センター老年学・社会科学研究センター センター長

研究要旨 

本研究の目的は、レビューによる認知症予防や認知症者のリハビリテ

ーションに効果的な介入方法を検討し、大規模に実施可能な介入プロ

グラムを開発し、ランダム化比較試験（randomized controlled trial: 

RCT）にて認知機能に対する効果を検証することとする。  

今年度においては、介入プログラムの開発として、候補であるウォ

ーキングをより効果的に一人でも実施できるようにするために、ツー

ルを用いた方法の中で Nordic Walking（NW）に着目し、NW の方法

および効果についてレビューした。NW の 長 所 を 運動 プ ロ グ ラ ムに

取 り 入れ る こ と で 効 果 的 な 運 動 習 慣 化 が 期 待 でき る が 、認 知機

能 低 下 抑 制 に 対 す る 効 果 を 検 証 す る 必 要 が あ る と 考 え ら れ る 。

また、システマティックレビューにより、身体、知的活動の 2 種類の

介入において、介入頻度や介入時間、および対象者の参加率が認知機

能の維持・向上における介入効果に及ぼす影響について検討した。各

活 動 にお け る サ ブ グ ル ー プ 解 析 に よ っ て 、介入効果の違いが明ら

かとなり、認知症予防を目的とした介入事業を実施する際に考慮すべ

き点が示唆された。さらに、1 年 以 上 の 長 期 の 運動 介 入 が 、認 知症

発 症 およ び MCI 発 症 抑 制 に 寄 与 す る か に つ いて は 、 い ず れも

対 照 群 に 比 べ て 運 動 群 が 明 ら か に 発 症 率 を 抑 制 で き た と す る

差 異 は認 め ら れ な か っ た 。真 の認 知 症 の 発 症 予防 を 明 確 に する

に は 、よ り多 く の 対 象 者 を長 期 に わ た っ て 観 察す る 必 要 が あ る。

認知的フレイルにおいては、各コホートによって操作的な定義が一貫

されておらず、有病率にはばらつきが大きく、一定の統制された操作

的な定義の確立が必要であると考えられた。

－1－



分担研究者 
土井 剛彦（国立長寿医療研究センター予防老年学研究部・室長） 
牧迫 飛雄馬（鹿児島大学学術研究院医歯学域・教授） 
 
研究協力者 
上村 一貴（富山県立大学） 
井平 光（国立がん研究センター） 
澤 龍一（日本国際交流センター） 
大久保 善郎（Neuroscience Research Australia） 
堤本 広大（国立長寿医療研究センター） 
中窪 翔（国立長寿医療研究センター） 
金 珉智（国立長寿医療研究センター） 
栗田 智史（国立長寿医療研究センター） 
石井 秀明（国立長寿医療研究センター） 
 
 
Ａ．研究目的 
1）認知症予防プログラムの効果検証（島田） 

認知症予防を目指した取り組みとして、

昨年度の成果をもとに非薬物療法のなかで

もウォーキングによる運動の実施が大規模

集団を対象可能とするポピュレーションア

プローチの確立につながると考えられた。

大規模集団に適用可能な認知症予防プログ

ラムを開発するためには一人での運動実施

が求められ、ウォーキング形式の中でも、両

手に 1 本ずつ計 2 本のポールを持って歩く

歩行様式であるノルディックウォーキング

（Nordic Walking; NW）による歩行介入の

効果が検証されてきた。そこで、今年度は、

NW の先行研究をもとに、NW の方法およ

び効果について要約し、認知機能に及ぼす

影響について検討した。さらに、これまでに

得られた知見を統合し、次年度に実施する

効果検証研究で行うプログラムの開発を実

施した。 

 
2）認知症予防に関するシステマティックレ

ビューと効果検証（土井） 
本研究の目的は、システマティックレビ

ューによって、認知症予防に資する効果的

な介入方法を検討することとした。高齢者

を対象に認知機能維持・向上のために検証

されてきた非薬物療法のなかでも、日々の

生活における活動に着目し、身体、知的、社

会活動を介入内容に取り入れた研究を精査

し、どのようなプログラム構成であれば効

果が担保されるかについて検証した。今年

度は、身体活動および知的活動を用いた介

入に焦点を当て、介入プログラムの開発に

直結する頻度、時間におけるサブグループ

での解析を実施した。 
 
3）認知症リハビリテーションに関するレビ

ュー（牧迫） 
 本研究では、認知症もしくは MCI の
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発症をアウトカム指標に設定し、1 年

以上の長期にわたる運動介入が与え

る効果についてのランダム化比較試

験（ randomized controlled trial: RCT）

を探索的に調べ、運動介入による認知

症もしくは MCI の発症の予防に対す

る効果の可能性を検証した。また、高

齢者における身体的なフレイルに認

知機能の低下や障害を併存した状態

である認知的フレイルにおいて、これ

までに報告されているコホート研究

における認知的フレイルの操作定義

をまとめ、認知的フレイルの有病率に

関するメタアナリシスを行い、推定の

有病率を算出することを目的とした。 
 

 
Ｂ．研究方法 
1）認知症予防プログラムの効果検証（島田） 

NW について、歩行様式、使用する器具

について基礎情報を含め先行研究等に基づ

いて要約した。ただし、本邦においては、2
本のポールを持って歩く歩行様式を「ノル

ディックウォーキング」だけでなく、「ポー

ルウォーキング（Pole Walking; PW）」、「ス

トックウォーキング」とも呼称されている

ため、それらを含め確認した。また、NW に

よる種々の効果についても同様に、先行研

究およびシステマティックレビューについ

て探索的に検証した。 
 
 

2）認知症予防に関するシステマティックレ

ビューと効果検証（土井） 
各活動におけるシステマティックレビュ

ーでは、ランダム化比較試験 （randomized 

controlled trials: RCT）のデザインを用い

た研究を選択した。対象言語は英語または

日本語とした。研究対象者については、身体

活動および知的活動においては、最低年齢

が 60 歳以上で、認知機能に問題がないか、

いずれかの基準で軽度認知障害と判定され、

地域在住者を対象とする研究を選択した。 
身体活動における介入は、運動プログラ

ムを実施した介入研究を選択し、知的活動

における介入は、認知的活動を要するプロ

グラムを実施した介入研究を選択した。主

要アウトカムは、神経心理検査および複合

的な検査バッテリーによって評価した認知

機能とした。今年度の分析においては、認知

機能は、注意力、実行機能、全般的機能、記

憶（遅延）、処理速度を用いたものを対象と

した。本研究においては、身体活動および知

的活動ともに、以下の分類をもとにした分

析を実施した。介入頻度（週 3 日以上 or 週
3 日未満）、総介入時間①（4320 分以上 or 
4320 分未満）、総介入時間②（2880 分以上

or 2880 分未満）、対象者の参加率（80％以

上 or 80％未満）とした。 
 
 

3）認知症リハビリテーションに関するレビ

ュー（牧迫） 
1 年以上の長期の運動介入によって

認知症の発症抑制に寄与するか否か

を検証するために、RCT により運動介

入の効果について認知症発症および

MCI 発症をアウトカム指標として設

定している先行研究を探索的に調べ

た。また、認知的フレイルの有病率を

報告している国際的で代表的なコホ

ート研究の結果から、メタアナリシス
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を行った。また、各コホート結果の異

質性についても確認した。

（倫理的配慮）

本研究は、ヘルシンキ宣言に沿って計

画され、国立長寿医療研究センター倫

理・利益相反委員会の承認を得て実施

した。対象者には、本研究の主旨およ

び目的を口頭と書面にて説明し、同意

を得た。

Ｃ．研究結果

1）認知症予防プログラムの効果検証（島田） 
NW は、踏み込んだ足とは対側の手に持

ったポールを身体後方に向けて斜めに突く

方法で行う歩行であり、動作の基本は通常

歩行と同様であるが、歩行中の前脚の踵付

近か更に後ろの地面にポールを突き、その

まま後方に押し出して推進力とするため、

通常歩行よりも歩幅と歩行速度が増加しや

すい。NW の効果は健康成人だけでなく、

肥満、腰痛、関節疾患、Parkinson 病、糖尿

病、などの領域においても検証され、システ

マティックレビューでは様々な疾患を有す

る患者の安静時心拍数、血圧、運動能力、最

大酸素摂取量、生活の質に有益な効果を及

ぼすため、一次および二次予防に推奨され

ると結論付けられている。

高齢者における NW の効果についてのシ

ステマティックレビューにおいては、NW
は高齢者において安全で実行可能性の高い

有酸素運動として、心血管機能、筋力、姿勢

バランス、生活の質を高める有効な介入方

法であると結論付け、「週 2 回以上、中等度

から高強度（RPE 13-16）での NW 実施」

を推奨している。一方で、認知機能に及ぼす

効果についての報告は 1件のみであり、NW
によってイリシンおよびBDNF濃度が増加

するとともに認知機能が改善したことを示

していた。

2）認知症予防に関するシステマティックレ

ビューと効果検証（土井）

解析の対象となる論文数は、身体、知的、

社会活動それぞれで48件（総対象者は4501
名）、114 件（19825 名）、17 件（2437 名）

であった。

身体活動における全体での分析の結果に

おいては、実行機能、全般的認知機能、言語、

処理速度に対して有意な介入効果を認めた。

介入頻度に基づくサブグループ解析では、

週 3 回以上の研究での分析結果においては、

実行機能、全般的認知機能に対して有意な

介入効果を認めた。週 3 回未満の研究での

分析結果においては、実行機能に対して有

意な介入効果を認めた。総介入時間に基づ

くサブグループ解析では、4320 分以上の研

究での分析結果においては、実行機能、全般

的認知機能に対して有意な介入効果を認め

た。4320 分未満の研究での分析結果におい

ては、実行機能、全般的認知機能、処理速度

に対して有意な介入効果を認めた。また、

2880 分以上の研究での分析結果において

は、実行機能、全般的認知機能に対して有意

な介入効果を認めた。2880 分未満の研究で

の分析結果においては、実行機能、処理速度

に対して有意な介入効果を認めた。対象者

の参加率に基づくサブグループ解析では、

80％以上の参加率の研究での分析結果にお

いては、注意力、実行機能に対して有意な介

入効果を認めた。80％未満の参加率の研究
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での分析結果においては、実行機能、全般的

認知機能に対して有意な介入効果を認めた。 
知的活動における全体での分析の結果に

おいては、すべての認知機能の項目に対し

て有意な介入効果を認めた。介入頻度に基

づくサブグループ解析では、週 3 回以上の

研究での分析結果においては、実行機能、全

般的認知機能、処理速度に対して有意な介

入効果を認めた。週 3 回未満の研究での分

析結果においては、すべての認知機能の項

目に対して有意な介入効果を認めた。総介

入時間に基づくサブグループ解析では、

4320 分以上の研究での分析結果において

は、実行機能、全般的認知機能に対して有意

な介入効果を認めた。4320 分未満の研究で

の分析結果においては、すべての認知機能

の項目に対して有意な介入効果を認めた。

また、2880 分以上の研究での分析結果にお

いては、実行機能、全般的認知機能に対して

有意な介入効果を認めた。2880 分未満の研

究での分析結果においては、すべての認知

機能の項目に対して有意な介入効果を認め

た。対象者の参加率に基づくサブグループ

解析では、80％以上の参加率の研究での分

析結果においては、全般的認知機能に対し

て有意な介入効果を認めた。80％未満の参

加率の研究での分析結果においては、認知

機能によらず有意な介入効果が認められた。 
 
3）認知症リハビリテーションに関するレビ

ュー（牧迫） 
認知症発症についてのアウトカムデータ

が含まれていた報告は 3 件であり、認知症

の発生率は、運動群（n = 949）で 3.7％、

対照群（n = 1017）では 6.1％であった。ま

た、MCI 発症をアウトカムデータに設定し

た報告は 1 件のみであり、MCI の発生率は

運動群（n = 686）では 10.2％、対照群（n 
= 682）では 9.1％であった。 
 また、日本、台湾、シンガポール、イギリ

ス、イタリア、フランスで実施されている 6
つのコホートから認知的フレイルの有病率

の報告がなされているが、各コホートにお

ける認知的フレイルの定義は、必ずしも統

一された評価指標ではなく、認知的フレイ

ルの有病率は 0.95%～22.0%とばらつきの

ある結果が示されている。6 つのコホート

から報告されている認知的フレイルの有病

率における異質性を確認したところ、強い

異質性が認められた。 
 
 
Ｄ．考察 
1）認知症予防プログラムの効果検証（島田） 

NW は、高齢者において安全で実行可能

性の高い有酸素運動であり、身体機能や、生

活の質を高める有効な介入方法であること

がわかっている一方で、高齢者を対象とし

た NW による介入研究においては、身体機

能や一部、心理面への効果を検証するにと

どまる研究がほとんどであるため、NW に

よる認知機能への効果を検証することは、

運動による認知症予防のエビデンスの構築

に貢献すると考えられる。 
また、運動と同時に認知的課題をこなす

デュアルタスク・トレーニングおよびそれ

らを含む複合的運動プログラムによる先行

研究より、認知機能の向上効果が期待され

ることが報告されている。そのため、有酸素

運動、その中でも高齢者が一人でも安全に

実施できると考えられるウォーキングに、

NW やデュアルタスク・トレーニングの要
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素を取り入れることで、多くの人に対して

効果的な運動習慣化を図ることが期待でき

る。そのため、これらの要素をプログラムに

取り込み効果検証を実施することで、地域

高齢者に対するポピュレーション・アプロ

ーチの一つとして提示することが可能にな

ると考えられる。 
 

2）認知症予防に関するシステマティックレ

ビューと効果検証（土井） 
本研究におけるサブグループによるメタ

アナリシスの結果より、各活動にもとづい

た介入を実施する際に検討すべき点が明ら

かとなった。 
身体活動による介入においては、週 3 回

以上の頻度で実施した方が、週 3 日未満で

の実施よりも多様な認知機能において有意

な改善効果が認められた。総介入時間にお

いては、いずれのサブグループの場合にお

いても、時間が多いグループの方がより多

様な認知機能において有意な改善効果が認

められた。一方で、時間が多いサブグループ

で実施した場合、有意な改善効果を認めた

のは実行機能と全般的認知機能のみであっ

たが、効果量はそれぞれ時間が少ないサブ

グループよりも大きかった。参加率につい

ては、実行機能については頻度によらず有

意な効果が認められたが、80％以上では注

意機能が、80%未満では全般的認知機能が

実行機能に加えて有意な効果が認められた。

注意機能の向上を目的とする場合には、参

加率を高めるような工夫が積極的に求めら

れると考えられる。 
知的活動による介入においては、週 3 日

未満の頻度で実施された研究においては検

討したすべての認知機能で有意な改善効果

を認めた。週 3 回以上の頻度で実施された

研究においては、注意機能、遅延記憶に関し

て効果が認められなかった。知的活動によ

る介入においては、週 3 回未満の頻度での

実施であっても介入効果が認められる可能

性があると考えられる。総介入時間におい

ても同様の傾向であり、今回採用したカッ

トポイント（4320 分および 2880 分）以上

の介入時間でなくても介入効果が認められ

る可能性がある。一方で、時間が多いサブグ

ループで介入を実施した場合には有意な改

善効果を認めたのは実行機能と全般的認知

機能のみであったが、効果量はそれぞれ時

間が少ないサブグループよりも大きかった

ため、介入時間の担保によってより大きな

効果が得られる可能性がある。参加率につ

いては、80%未満でも認知機能に対し有意

な改善効果を認められたが、80％未満に該

当する研究が多く、効果量と合わせて解釈

を行う必要がある。 
 
3）認知症リハビリテーションに関するレビ

ュー（牧迫） 
RCT デザインで 1 年以上の長期に

わたる運動介入による認知症発症を

アウトカムにした報告を検証した結

果、認知症発症をアウトカムにした

RCT の 3 件、MCI 発症をアウトカム

にした RCT の 1 件が抽出されたが、

いずれも対照群に比べて運動群が明

らかに発症率を抑制できたとする差

異は認められなかった。これらの報告

では、対照群にも運動以外の介入が行

われていた。対照群に対する介入は運

動トレーニングに比べると認知機能

を改善する効果が小さいと推察され
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るが、対照群においても認知機能の賦

活につながる刺激が皆無であったと

はいえない。例えば、対照群では健康

教育や社会的な関わりが推進されて

おり、これらの社会的な相互作用は脳

の健康に寄与することも報告されて

いる。そのため、介入を全く行わなか

った場合と比較すると運動介入の効

果は期待できるかもしれない。  
認知的フレイルについては、メタア

ナリシスの結果より 4.8%の統合され

た推定有病率が示された。しかしなが

ら、認知的フレイルの有病率の報告は

0.95%～22.0%とばらつきが大きく、さまざ

まな操作的な定義が使用されている。高齢

期における生活機能障害や要介護といった

有害事象の予防を推進していくためには、

そのリスクを有する者への注意喚起は重要

であるが、その割合が非常に少なすぎると、

スクリーニングに多大な労力が必要となり

すぎてしまい、効率的な予防活動には結び

つきにくい。そこで、認知的フレイルに関し

ては、改訂した操作的定義の必要性やその

改訂された定義による認知症の発症要因と

なり得ることが報告されており、新たな定

義としての一般的な活用方法や有病率の算

出などが今後も必要であろう。 
 
 
Ｅ．結論 

高齢者における運動として NW の要素を

もとにウォーキングを実施できるプログラ

ムが有用である可能性があり、認知機能に

与える影響を検証する必要性が示唆された。

また、システマティックレビューのサ

ブグループ解析により、望ましい頻度や

介入時間などが明らかになり、それらを検

証するプログラムに反映する必要性が示唆

された。さらに、真の認知症の発症予防

を明確にするには、より多くの対象者

を長期にわたって観察する必要があ

るため、今後における検討課題の一つ

である。  
 

 

F．健康危険情報 
  なし 
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厚生労働科学研究費補助金（認知症政策研究事業）

分担研究報告書

認知症予防プログラムの効果検証

研究代表者 島田 裕之

国立長寿医療研究センター老年学・社会科学研究センター センター長

研究要旨

大規模集団に適用可能な認知症予防プログラムの開発に向けて、両手に

1 本ずつ計 2 本のポールを持って歩く歩行様式であるノルディックウォ

ーキング（Nordic Walking; NW）に着目し、NW の先行研究をもとに、NW

の方法および効果についてレビューした。高齢者において安全で実行可

能性の高い有酸素運動であり、身体機能や心理面への効果が期待できる

可能性が確認された。一方で、NW による介入が認知機能に及ぼす影響

については十分に検証されていない現状がある。NW の長所を運動プ

ログラムに取り入れることで効果的な運動習慣化が期待できる

が、認知機能低下抑制に対する効果を検証する必要があると考

えられる。

Ａ．研究目的

本邦において、認知症の罹患者数は増加

の一途を辿っており、2025 年には 65 歳以

上の高齢者の約 5 人に 1 人になると推計さ

れた。さらには、要介護認定の原因疾患にお

いて、長らく一位であった脳血管疾患を抜

いて認知症が一位となり、健康寿命延伸に

向けて、認知症予防の取り組みの重要性が

更に増してきている。

認知症予防を目指した取り組みとして、

認知機能低下を有する高齢者として、軽度

認知障害（Mild Cognitive Impairment; MCI）

や 全 般 的 な 認 知 機 能 が 低 下 （ Global 

Cognitive Impairment; GCI）している高齢者

を対象に、様々な介入効果の検証が行われ

てきた。非薬物療法のなかでも運動の実施

は、認知症や認知障害を有さない高齢者の

身体機能や認知機能の向上に有効であるこ

とが確認されたが、MCI 高齢者を対象にし

たメタアナリシスにおいては一貫した結果

を得られていない。さらに、大規模集団を対

象可能になるようなポピュレーションアプ

ローチの確立には至っておらず、大規模集

団に適用可能な認知症予防プログラムを開

発して、その効果をランダム化比較試験

（Randomized Controlled Trial：RCT）にて検

証する必要がある。また、両手に 1 本ずつ

計 2 本のポールを持って歩く歩行様式であ
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るノルディックウォーキング（Nordic 

Walking; NW）による歩行介入の効果が検証

されてきている。そこで、平成 30 年度は、

NW の先行研究をもとに、NW の方法およ

び効果について要約し、認知機能に及ぼす

影響について検討した。さらに、これまでに

得られた知見を統合し、次年度に実施する

効果検証研究で行うプログラムの開発を実

施した。

Ｂ．研究方法

NW について、歩行様式、使用する器具に

ついて基礎情報を含め先行研究等に基づい

て要約した。ただし、本邦においては、2 本

のポールを持って歩く歩行様式を「ノルデ

ィックウォーキング」だけでなく、「ポール

ウォーキング（Pole Walking; PW）」、「ストッ

クウォーキング」とも呼称されているため、

それらを含め確認した。また、NW による

種々の効果についても同様に、先行研究お

よびシステマティックレビューについて探

索的に検証した。

（倫理的配慮）

本研究は、ヘルシンキ宣言に沿って計画

され、国立長寿医療研究センター倫理・利益

相反委員会の承認を得て実施した。対象者

には、本研究の主旨および目的を口頭と書

面にて説明し、同意を得た。

Ｃ．研究結果

１．NW の発祥と普及 

NW は、20 世紀の北欧フィンランドにお

けるクロスカントリースキーの夏場のトレ

ーニングを起源とし、2000 年に国際ノルデ

ィックウォーキング協会（INWA）が設立さ

れ、普及活動が行われている。本邦では、

INWA の認定を受けている日本ノルディッ

クフィットネス協会のほか、日本ノルディ

ックウォーキング協会、日本ポールウォー

キング協会、全日本ノルディックウォーク

連盟などの団体が普及活動を行っている。

２．NW の歩行様式 

NW は、踏み込んだ足とは対側の手に持

ったポールを身体後方に向けて斜めに突く

方法で行う歩行 1)とされる。動作の基本は

通常歩行と同様であるが、歩行中の前脚の

踵付近か更に後ろの地面にポールを突き、

そのまま後方に押し出して推進力とするた

め、通常歩行よりも歩幅と歩行速度が増加

しやすい。NW の歩行様式には諸説あり、本

邦では diagonal style2,3)、aggressive style4)な

どと呼称されている。一方、本邦では、踏み

込んだ足とは対側の手に持ったポールを身

体前方で垂直に突き、支持基底面の拡大に

よる安定性の確保や支持性の向上などを目

的とした歩行様式も普及してきており、全

日本ノルディック・ウォーク連盟は

defensive style4)と呼称し、日本ポールウォー

キング協会はこの歩行様式をポールウォー

キングとして NW と区別している 5)。本邦

では NW の方が PW よりも歩行速度や運動

強度が高いとする報告がなされている 1)。

しかし、NW の効果を無作為化比較対照

試験（RCT）にて検証した介入研究において

具体的な歩行方法が明記されていないこと

が少なくない。海外の研究論文では、NW の

歩行様式の詳細を明記せず「国際ノルディ

ックウォーキング協会（INWA）などの団体
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が認定したインストラクターが方法を指導

して実施した」または「INWA のガイドライ

ンに準じて実施した」と説明し、NW を実施

した時間、頻度、距離、強度だけを報告して

いるものが散見される 2)。各研究で述べら

れている NW の歩行様式は、①歩行中は体

幹を直立位置に維持する、②反対側のポー

ルと踵を同時に地面に接触させて歩く、③

反対側の踵のすぐ後ろでポールの先端を地

面に接触させる、④ポールのグリップを「握

手する位置」まで持ち上げる、⑤快適なグリ

ップと伸びた肘でハンドルを押し下げる 6)、

といった要点が共通しやすい。 

 

３．NW で用いるポール 

 NW で用いるポールはクロスカントリー

スキーで使用されるものと類似し、グリッ

プ、支柱、ポール先端のラバーチップで構成

される。NW 用と PW 用とでポールの形状

と扱い方が異なるとされている 7)。NW で

は、前腕に装着するストラップが着いたグ

リップ、斜めにカットされた先端のポール

を使用し、歩行中はグリップを握って身体

後方にポールを突き、後方に押した後に前

方へ振り出す際にグリップから手を放す。

一方、PW では、ストラップが付いていない

グリップ、球体の先端のポールを使用し、歩

行中は身体前方にポールを突き、グリップ

は握り続けて操作する。ポールの長さにつ

いては先行研究において具体的に明記され

ていないことが多いが、「身長×0.7」に設定

されている論文が散見される 8,9)。 

 

４．NW による種々の効果 

2019 年 2 月に PubMed で研究論文を検索

した結果では、「Nordic-walking」が 205 編、

「Pole-walking」が 24 編、「Stock-walking」

が 0 編で検出され、国際的には NW と呼称

されることが一般的であった。NW の効果

は健康成人だけでなく、肥満、腰痛、関節疾

患、Parkinson 病、糖尿病、などの領域にお

いても検証され、Tschentscher ら 10)のシステ

マティックレビューでは様々な疾患を有す

る患者の安静時心拍数、血圧、運動能力、最

大酸素摂取量、生活の質に有益な効果を及

ぼすため、一次および二次予防に推奨され

ると結論付けられている。 

高齢者における NW の効果については、

Bullo ら 11)は、高齢者を対象とした NW の

効果に関する唯一のシステマティックレビ

ューを報告しており、NW は高齢者におい

て安全で実行可能性の高い有酸素運動とし

て、心血管機能、筋力、姿勢バランス、生活

の質を高める有効な介入方法であると結論

付け、「週 2 回以上、中等度から高強度（RPE 

13-16）での NW 実施」を推奨している。以

下、Bullo らのレビュー結果を紹介する。 

 

１）レビューの概要 

検索された 353 論文のうち 15 論文（うち

RCT 8 論文）を対象としている。実施され

ている NW 介入の期間・頻度は、6～35 週

間、2～3 回／週、20～120 分／回（warm up 

5～15 分、main part 30～60 分、cool down 5

～15 分）であり、運動強度は、自覚的運動

強度（RPE）11～17、最大心拍数 50～70％、

心拍数 100～120 bpm などの負荷で実施さ

れ、介入期間中に強度を漸増させるプロト

コールが散見された。以下、主に RCT で検

証された NW の効果について述べる。 

 

２）姿勢バランス 
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NW 介入 6 週後の Berg balance scale 4.5%

の改善 12)、12 週後の片脚立位保持時間

133.9％13)や timed up and go test 9.3％14)の改

善が認められている。 

 

３）筋力 

Sit-to-stand test は NW 介入 8 週後 10.7％
15)、9 週後 15.3％16)、12 週後 25.9％13)、16 週

後 13.6％15)の改善、NW 介入 12 週後に等尺

性膝関節伸展筋力 11％の改善が認められて

いる 14)。 

 

４）柔軟性 

NW 介入 9 週後に sit-to-stand test 92.5%の

改善が認められている 16)。 

 

５）有酸素機能 

6 分間歩行は NW 介入 6 週後に 13.9％17)

または 22.3％12)、8 週後 7.5％15)、12 週後

10.1％14)、16 週後 13.3％15)の改善、NW 介入

9 週後に 2 分間 step test 14.2%の改善が認め

られている 16)。また、NW 介入 6 週後に最

大酸素摂取量 13.6％、収縮期血圧 3.6％の改

善が認められている 17)。 

 

６）身体組成 

NW介入12週後に体重 1.6%、BMI 1.5％、

体脂肪率 5.3%の減少と、筋量 2.1%の増加が

認められている 14)。 

 

７）うつ症状 

 うつ症状は NW 介入 8 週後に 53.5％12)、

12 週後に 56.5％13)の改善が認められている。 

 

５．高齢者における認知機能に及ぼす効果 

2019 年 2 月時点において、1 件のみ報告

されており、Gmiąt A ら 18)は、12 週間、週

3 回（月・水・金）、1 時間／回（warm up 10

分, NW 40 分, cool down 10 分）、最大心拍数 

60～70%の強度での NW、および毎日の

4000IU のビタミン D3 サプリメントの投与

が高齢女性の認知機能に及ぼす効果につい

て検証している。その結果、定期的な NW

によってイリシンおよび BDNF 濃度が増加

するとともに認知機能が改善し、また、グル

コースおよびトリプトファン濃度の減少が

認知機能の改善に積極的に寄与した可能性

を示唆している。 

 

 

Ｄ．考察 

 本研究では、NW について歩行様式、使用

する器具、NW による効果について先行研

究等をもとに要約した。NW は、高齢者にお

いて安全で実行可能性の高い有酸素運動で

あり、身体機能や、生活の質を高める有効な

介入方法であることがわかっている一方で、

高齢者を対象とした NW による介入研究に

おいては、身体機能や一部、心理面への効果

を検証するにとどまる研究がほとんどであ

るため、NW による認知機能への効果を検

証することは、運動による認知症予防のエ

ビデンスの構築に貢献すると考えられる。

さらに、昨年度に本研究事業において実施

したシステマティックレビューの結果から、

有酸素運動によって実行機能、全般的認知

機能、言語機能に対して有意な介入効果が

もたらされることを明らかにした。そのた

め、NW を用いることで同様に認知機能へ

の効果が見込まれると考えられる。 

また、運動と同時に認知的課題をこなす

デュアルタスク・トレーニングを認知機能
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障害がない健常な高齢者に対して実施した

結果、非介入群は機能状態が低下した半面、

介入群においては全般的認知機能及び遂行

力、言語流暢性、理解力において介入前に比

べ機能が維持されたことが報告されている

19)。また、デュアルタスク・トレーニングを

含む複合運動プログラムを健常な高齢者に

対して実施した RCT では、対照群と比較し

て記憶力及び遂行機能に向上効果が得られ

たと報告されている 20)。さらに、我々の先

行研究においても、MCI 高齢者を対象に実

施した RCT によって、有酸素運動、筋力ト

レーニング、デュアルタスク・トレーニング

を含む複合的運動プログラムの実施により、

全般的認知機能、logical memory スコアに

向上効果が得られたことを報告している

21,22)。そのため、有酸素運動、その中でも高

齢者が一人でも安全に実施できると考えら

れるウォーキングに、NW やデュアルタス

ク・トレーニングの要素を取り入れること

で、多くの人に対して効果的な運動習慣化

を図ることが期待できる。そのため、新たに

プログラム化ならびに効果検証を実施し、

地域高齢者に対するポピュレーション・ア

プローチの一つとして提示することが必要

であると考えられる。 

 

 

Ｅ．結論 

本研究により、高齢者における運動とし

て NW の有用性が示唆された。NW の要素

を取り入れた運動プログラムが有用である

可能性があり、認知機能に与える影響を検

証する必要性が示唆された。 
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厚生労働科学研究費補助金（認知症政策研究事業）

分担研究報告書

認知症予防に関するシステマティックレビューと効果検証

研究分担者 土井 剛彦

国立長寿医療研究センター予防老年学研究部 室長

研究要旨

本研究の目的は、システマティックレビューを行うことで、身体、知的活

動の 2 種類の介入において、認知機能の維持・向上に効果的な介入方法

を、多様な切り口から検討することとする。今年度においては、介入頻度

（週 3 日以上 or 週 3 日未満）、総介入時間①（4320 分以上 or 4320 分未

満）、総介入時間②（2880 分以上 or 2880 分未満）、対象者の参加率（80％

以上 or 80％未満）が介入効果に及ぼす影響について検討した。各

活動におけるサブグループ解析によって、介入効果の違いが明らか

となり、認知症予防を目的とした介入事業を実施する際には、本研究に

より明らかになった点を考慮したプログラムの検討が必要であることが

示唆された。

Ａ．研究目的

本研究の目的は、システマティックレビ

ューによって、認知症予防に資する効果的

な介入方法を検討することである。高齢者

を対象に認知機能維持・向上のために検証

されてきた非薬物療法のなかでも、日々の

生活において実施できるものを大別すると、

身体、知的、社会活動をもとにした介入が数

多く行われてきた。しかし、これらの活動を

もとにしたプログラムの実施可能性を自治

体に対し、アンケートで調査した結果では、

身体と知的活動では約 27％、社会活動では

約 41％の担当者が実施できないと答え、理

想的なプログラム内容と社会実装可能なプ

ログラムとは乖離があり、自治体で採用可

能なプログラムを検討していく必要性が示

された。本事業においては、身体、知的、社

会活動を用いた介入内容を精査し、どのよ

うなプログラム構成であれば効果が担保さ

れるかについて、プログラムの構成要素別

にメタアナリシスを行うことで、介入効果

を詳細に検討することを目的としている。

昨年度においては、身体活動は、サンプル

サイズ、平均年齢、介入期間、運動の種類に

ついてサブグループで解析を実施した。ま

た、知的活動は、身体活動と同様のサブグル

ープであるが、運動の種類ではなく、介入方

法（指導者あり or 指導者なし、など）を追
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加した。社会活動は、MCI を対象としたか

どうかの点からのサブグループでの解析を

実施した。 

今年度は、身体活動および知的活動を用

いた介入に焦点を当て、さらなる知見を得

るために、介入プログラムの開発に直結す

る頻度、時間におけるサブグループでの解

析を実施した。 

 

 

Ｂ．研究方法 

本研究は、PRISMA （Preferred Reporting 

Items for Systematic Reviews and Meta-

Analyses）声明に沿って実施し、PROSPERO 

International prospective register of systematic 

reviews に事前に登録を行った（登録番号 

身 体 ： CRD42016044027 、 知 的 ： CRD 

42016044041）。 

各活動におけるシステマティックレビュ

ーでは、ランダム化比較試験 （randomized 

controlled trials: RCT）のデザインを用いた研

究を選択した。詳細な方法については、平成

29 年度に実施した本分担項目を参照された

い。 

身体活動における介入は、運動プログラ

ムを実施した介入研究を選択し、知的活動

における介入は、認知的活動を要するプロ

グラムを実施した介入研究を選択した。主

要アウトカムは、神経心理検査および複合

的な検査バッテリーによって評価した認知

機能とした。今年度の分析においては、認知

機能は、注意力、実行機能、全般的機能、記

憶（遅延）、処理速度を用いたものを対象と

した。単一の研究が同領域内で複数のアウ

トカム変数を報告している場合、データの

独立性を保つ（対象者の重複を避ける）た

め、事前に協議により定めた優先順位に従

い、各領域で 1 つのアウトカム変数を採択

した。検索に用いたデータベースは、

CINAHL、 Embase、 MEDLINE、 PsychINFO、 

Web of Science とした。 

抽出する情報は、対象者特性（症例数、平

均年齢、人種・国、教育歴、客観的・主観的

認知機能低下の有無）、介入（場所、集団で

の介入の有無、指導の有無、期間、介入の内

容、頻度、セッション数、出席率、対照群の

内容）、アウトカム（項目、介入前後の平均

値・標準偏差・症例数、社会的機能・ネット

ワークに関する評価項目とその改善の有無）

とした。 

本研究においては、身体活動および知的

活動ともに、以下の分類をもとにした分析

を実施した。介入頻度（週 3 日以上 or 週 3

日未満）、総介入時間①（4320 分以上 or 4320

分未満）、総介入時間②（2880 分以上 or 2880

分未満）、対象者の参加率（80％以上 or 80％

未満）とした。研究結果の量的統合には、逆

分散法の変量効果モデルにより、標準化平

均差（standardized mean difference: SMD）、

95%信頼区間（confidence intervals: CI）、そし

て両側性の p 値を算出した。研究結果の異

質性の評価には I2統計値を用いた。出版バ

イアスの評価には、ファンネルプロットを

用いた。抽出データの定量的統合には解析

ソフト Review Manager（RevMan, V.5.3.; The 

Nordic Cochrane Centre, The Cochrane 

Collaboration, Copenhagen, Denmark）を用い

た。統計的有意水準は 5%とした。 

 

（倫理的配慮）  

本研究は、ヘルシンキ宣言に沿って

計画され、国立長寿医療研究センター
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倫理・利益相反委員会の承認を得て実

施した。対象者には、本研究の主旨お

よび目的を口頭と書面にて説明し、同

意を得た。

Ｃ．研究結果

解析の対象となる論文数は、身体、知的そ

れぞれで 48 件（総対象者は 4501 名）、114

件（19825 名）であった。 

1. 身体活動

身体活動におけるアウトカムについては、

解析対象となった 48 件すべてで神経心理

学的検査による認知機能評価を実施してお

り、5 件で MRI による脳画像検査が含まれ

ていた。そのうち、今年度採用した神経心理

学的検査が含まれた論文としては、注意力

が 19 件、実行機能が 23 件、全般的認知機

能が 14 件、遅延記憶が 14 件、処理速度が

12 件だった。全体での分析の結果において

は、実行機能（SMD; 0.21, 95% CI; 0.12 - 0.31, 

p < 0.00001）、全般的認知機能（SMD; 0.63, 

95% CI; 0.18 - 1.08, p = 0.006）、言語（SMD; 

0.40, 95% CI; 0.10 - 0.70, p = 0.009）、処理速

度（SMD; 0.35, 95% CI; 0.03 - 0.68, p = 0.03）

に対して有意な介入効果を認めた。

介入頻度に基づくサブグループ解析では、

週 3 回以上の研究での分析結果においては、

実行機能（SMD; 0.4, 95% CI; 0.24 - 0.55, p = 

<0.00001）、全般的認知機能（SMD; 1.32, 95% 

CI; 0.4 - 2.24, p = 0.005、図 1）に対して有意

な介入効果を認めた。週 3 回未満の研究で

の分析結果においては、実行機能（SMD; 

0.12, 95% CI; 0.01 - 0.23, p = 0.04）に対して

有意な介入効果を認めた。

総介入時間に基づくサブグループ解析で

は、4320 分以上の研究での分析結果におい

ては、実行機能（SMD; 0.28, 95% CI; 0.09 - 

0.47, p = 0.003）、全般的認知機能（SMD; 2, 

95% CI; 0.49 - 3.51, p = 0.01）に対して有意

な介入効果を認めた。4320 分未満の研究で

の分析結果においては、実行機能（SMD; 

0.19, 95% CI; 0.09 - 0.3, p = 0.0002）、全般的

認知機能（SMD; 0.26, 95% CI; 0.03 - 0.49, p 

= 0.03）、処理速度（SMD; 0.38, 95% CI; 0.02 

- 0.74, p = 0.04）に対して有意な介入効果を

認めた。

また、2880 分以上の研究での分析結果に

おいては、実行機能（SMD; 0.29, 95% CI; 0.16 

- 0.42, p = <0.0001）、全般的認知機能（SMD;

0.86, 95% CI; 0.27 - 1.45, p = 0.004、図２）に

対して有意な介入効果を認めた。2880 分未

満の研究での分析結果においては、実行機

能（SMD; 0.15, 95% CI; 0.02 - 0.27, p = 0.02）、

処理速度（SMD; 0.38, 95% CI; 0.02 - 0.74, p 

= 0.04）に対して有意な介入効果を認めた。 

対象者の参加率に基づくサブグループ解

析では、80％以上の参加率の研究での分析

結果においては、注意力（SMD; 0.71, 95% CI; 

0.13 - 1.3, p = 0.02、図３）、実行機能（SMD; 

0.2, 95% CI; 0.05 - 0.34, p = 0.007）に対して

有意な介入効果を認めた。80％未満の参加

率の研究での分析結果においては、実行機

能（SMD; 0.23, 95% CI; 0.11 - 0.34, p = 0.0001）、

全般的認知機能（SMD; 0.53, 95% CI; 0.05 - 

1, p = 0.03）に対して有意な介入効果を認め

た。

2. 知的活動

知的活動におけるアウトカムについては、

解析対象となった 114 件すべてで神経心理
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学的検査による認知機能評価を実施してい

た。そのうち、今年度採用した神経心理学的

検査が含まれた論文としては、注意力が 38

件、実行機能が 47 件、全般的認知機能 36

件、遅延記憶 59 件、処理速度が 24 件であ

った。全体での分析の結果においては、注意

力（SMD; 0.20, 95% CI; 0.07 - 0.32, p = 0.002）、

実行機能（SMD; 0.30, 95% CI; 0.13 - 0.46, p 

= 0.0004）、全般的認知機能（SMD; 0.48, 95% 

CI; 0.29 - 0.66, p <0.00001）、遅延記憶（SMD; 

0.26, 95% CI; 0.15 - 0.37, p <0.00001）、処理

速度（SMD; 0.40, 95% CI; 0.14 - 0.65, p = 0.002）

に対して有意な介入効果を認めた。 

介入頻度に基づくサブグループ解析で

は、週 3 回以上の研究での分析結果におい

ては、実行機能（SMD; 0.32, 95% CI; 0.1 - 

0.55, p = 0.006）、全般的認知機能（SMD; 

0.48, 95% CI; 0.19 - 0.77, p = 0.001、図４）、

処理速度（SMD; 0.43, 95% CI; 0.03 - 0.84, p 

= 0.04）に対して有意な介入効果を認め

た。週 3 回未満の研究での分析結果におい

ては、注意力（SMD; 0.22, 95% CI; 0.05 - 

0.39, p = 0.01）、実行機能（SMD; 0.28, 95% 

CI; 0.06 - 0.5, p = 0.01）、全般的認知機能

（SMD; 0.48, 95% CI; 0.27 - 0.69, p = 

<0.00001、図４）、遅延記憶（SMD; 0.31, 

95% CI; 0.18 - 0.45, p = <0.00001）、処理速

度（SMD; 0.34, 95% CI; 0.07 - 0.61, p = 

0.01）に対して有意な介入効果を認めた。 

総介入時間に基づくサブグループ解析で

は、4320 分以上の研究での分析結果におい

ては、実行機能（SMD; 0.5, 95% CI; 0.23 - 0.77, 

p = 0.0002）、全般的認知機能（SMD; 0.55, 

95% CI; 0.17 - 0.94, p = 0.004）に対して有意

な介入効果を認めた。4320 分未満の研究で

の分析結果においては、注意力（SMD; 0.22, 

95% CI; 0.11 - 0.34, p = 0.0002）、実行機能

（SMD; 0.27, 95% CI; 0.1 - 0.45, p = 0.002）、

全般的認知機能（SMD; 0.43, 95% CI; 0.26 - 

0.61, p = <0.00001）、遅延記憶（SMD; 0.29, 

95% CI; 0.16 - 0.42, p = <0.0001）、処理速度

（SMD; 0.4, 95% CI; 0.14 - 0.65, p = 0.002）に

対して有意な介入効果を認めた。 

また、2880 分以上の研究での分析結果に

おいては、実行機能（SMD; 0.47, 95% CI; 0.24 

- 0.7, p = <0.0001）、全般的認知機能（SMD; 

0.55, 95% CI; 0.17 - 0.94, p = 0.004、図５）に

対して有意な介入効果を認めた。2880 分未

満の研究での分析結果においては、注意力

（SMD; 0.22, 95% CI; 0.1 - 0.34, p = 0.0003）、

実行機能（SMD; 0.27, 95% CI; 0.09 - 0.46, p 

= 0.004）、全般的認知機能（SMD; 0.43, 95% 

CI; 0.26 - 0.61, p = <0.00001、図５）、遅延記

憶（SMD; 0.29, 95% CI; 0.16 - 0.42, p = 

<0.0001）、処理速度（SMD; 0.4, 95% CI; 0.14 

- 0.65, p = 0.002）に対して有意な介入効果を

認めた。 

対象者の参加率に基づくサブグループ解

析では、80％以上の参加率の研究での分析

結果においては、全般的認知機能（SMD; 

0.45, 95% CI; 0.24 - 0.66, p = <0.0001、図６）

に対して有意な介入効果を認めた。80％未

満の参加率の研究での分析結果においては、

注意力（SMD; 0.21, 95% CI; 0.07 - 0.35, p = 

0.003）、実行機能（SMD; 0.35, 95% CI; 0.15 

- 0.56, p = 0.0006）、全般的認知機能（SMD; 

0.49, 95% CI; 0.26 - 0.71, p = <0.0001、図６）、

遅延記憶（SMD; 0.29, 95% CI; 0.16 - 0.41, p 

= <0.00001）、処理速度（SMD; 0.4, 95% CI; 

0.12 - 0.68, p = 0.005）に対して有意な介入効

果を認めた。 
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Ｄ．考察

本研究におけるサブグループによるメタ

アナリシスの結果より、各活動にもとづい

た介入を実施する際に検討すべき点が明ら

かとなった。

身体活動による介入においては、週 3 回

以上の頻度で実施した方が、週 3 日未満で

の実施よりも多様な認知機能において有意

な改善効果が認められた。総介入時間にお

いては、いずれのサブグループの場合にお

いても、時間が多いグループの方がより多

様な認知機能において有意な改善効果が認

められた。ただし、遅延記憶および処理速度

については算入された論文が 1 または 2 件

であったため、今後該当する研究が増加し

たうえで再分析をする必要があると考えら

れる。一方で、時間が多いサブグループで実

施した場合、有意な改善効果を認めたのは

実行機能と全般的認知機能のみであったが、

効果量はそれぞれ時間が少ないサブグルー

プよりも大きかった。認知機能の項目によ

っては、総介入時間が 4320 分以上または

2880 分以上で実施した研究が少ない（0~5

件）ものもあるため、カットオフポイントの

再考とともに、前述と同様に、今後該当する

研究が増加したうえで再分析をする必要が

あると考えられる。参加率については、実行

機能は頻度によらず有意な効果が認められ

たが、80％以上では注意機能が、80％未満で

は全般的認知機能が実行機能に加えて有意

な効果が認められた。注意機能の向上を目

的とする場合には、参加率を高めるような

工夫が積極的に求められると考えられる。

知的活動による介入においては、週 3 日

未満の頻度で実施された研究においては検

討したすべての認知機能で有意な改善効果

を認めた。週 3 回以上の頻度で実施された

研究においては、注意機能、遅延記憶に関し

て効果が認められなかった。知的活動によ

る介入においては、週 3 回未満の頻度での

実施であっても介入効果が認められる可能

性があると考えられる。総介入時間におい

ても同様の傾向であり、今回採用したカッ

トポイント（4320 分および 2880 分）以上の

介入時間でなくても介入効果が認められる

可能性がある。一方で、時間が多いサブグル

ープで介入を実施した場合には有意な改善

効果を認めたのは実行機能と全般的認知機

能のみであったが、効果量はそれぞれ時間

が少ないサブグループよりも大きかったた

め、介入時間の担保によってより大きな効

果が得られる可能性がある。参加率につい

ては、80％未満でも認知機能に対し有意な

改善効果を認められたが、80％未満に該当

する研究が多く、効果量と合わせて解釈を

行う必要がある。

Ｅ．結論

本研究におけるシステマティックレビュ

ーにより、身体活動、知的活動がもたらす効

果において、より詳細な違いが明らかとな

った。認知機能の低下抑制のために実施さ

れる介入内容や事業に対し、本研究で明ら

かとなった点を考慮した検討が必要である

ことが示唆された。
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発表. 

 

2) 土井剛彦 . 認知症予防を目指す－コ

グニサイズ－, 第 5 回日本地域理学療

法学会学術大会, 横浜市, 2018 年 12 月

9 日. 

 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む） 

1．特許取得 

なし 

 

2．実用新案登録 

なし 

 

3．その他 

なし 
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図 1 介入頻度による全般的認知機能に対する介入効果の検討（身体活動） 
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図２ 介入総時間（2880 分以上 or 2880 分未満）による全般的認知機能に対する介入効果

の検討（身体活動） 
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図３ 参加率による注意力に対する介入効果の検討（身体活動） 
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図４ 介入頻度による全般的認知機能に対する介入効果の検討（知的活動） 
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図５ 介入総時間（2880 分以上 or 2880 分未満）による全般的認知機能に対する介入効果

の検討（知的活動）
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図６ 参加率による全般的認知機能に対する介入効果の検討（知的活動） 
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厚生労働科学研究費補助金（認知症政策研究事業）

分担研究報告書

認知症リハビリテーションに関するレビュー

研究分担者 牧迫 飛雄馬

鹿児島大学学術研究院医歯学域 教授

研究要旨

本研究では、1 年以上の長期の運動介入によって認知症の発症抑制

に寄与するか否かを検証するために、ランダム化比較試験デザ

インにより、運動介入の効果について認知症発症および MCI 発

症をアウトカム指標として設定している先行研究を探索的に調

べた。認知症発症についてのアウトカムデータが含まれていた報告は 3

件であり、認知症の発生率は運動群 3.7％、対照群 6.1％であった。MCI

発症をアウトカムデータに設定した報告は 1 件であり、MCI の発生率は

運動群 10.2％、対照群 9.1％であった。対照群に比べて運動群が明ら

かに発症率を抑制できたとする差異は認められておらず、今後

も検証を積み重ねていくことの重要性が示された。また、認知

的フレイルの有病率を報告している国際的で代表的なコホート

研究の結果から、メタアナリシスを実施したところ、認知的フレ

イルの統合した推定有病率は 4.8%であった。認知的フレイルについ

ては、ある程度統制された操作的な定義の確立が必要と考えられた。

Ａ．研究目的

縦断的な観察研究および大規模コ

ホート研究におけるシステマティッ

クレビューやメタアナリシスで報告

されているとおり、身体活動は認知症、

ア ル ツ ハ イ マ ー 病 、 軽 度 認 知 障 害

（mild cognitive impairment: MCI）、そ

して臨床的意義のある認知機能低下

を発症するリスクを低下させるとさ

れている 1-5。運動介入による身体活動

の向上が認知機能に与える効果に関

しては、認知的なアウトカムとして、

さまざまな尺度によるスコア（連続型

変数）が使用されてきた。こうした尺

度は、変化に敏感であるゆえ研究目的

での使用に適しているが、認知的変化

の臨床的意義という観点からは、提供

される情報が限られると言わざるを

得ない。

高齢者における臨床的に意義のあ

る認知機能低下の予防を実践するた

めには、認知症もしくは MCI などの
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認知機能低下の発生抑制に対する効

果の検証が望まれる。そのためには、

比較的に長期的な運動介入が求めら

れるであろう。本研究では、認知症も

しくは MCI の発症をアウトカム指標

に設定し、1 年以上の長期にわたる運

動介入が与える効果についてのラン

ダム化比較試験（ randomized controlled 

trial: RCT）を探索的に調べ、運動介入

による認知症もしくは MCI の発症の

予防に対する効果の可能性を検証し

た。  

 また、運動介入による認知機能の維

持・改善を議論する際には、身体機能

への影響を無視することはできない。

近年、高齢者における身体的なフレイ

ルに認知機能の低下や障害を併存し

た状態を認知的フレイルとして、高齢

期における要介護の発生や生活機能

低下、死亡のリスク要因として、注意

を要する状態と提唱されている。しか

しながら、認知的フレイルの操作定義

はさまざまであり一貫されておらず、

有病率も報告により差異がみられる。

本研究では、これまでに報告されてい

るコホート研究における認知的フレ

イルの操作定義をまとめ、認知的フレ

イルの有病率に関するメタアナリシ

スを行い、推定の有病率を算出するこ

とを目的とした。  

 

 

Ｂ．研究方法 

１．1 年以上の長期の運動介入によっ

て認知症の発症に寄与するか否かを

検証するために、RCT により運動介入

の 効 果 に つ い て 認 知 症 発 症 お よ び

MCI 発症をアウトカム指標として設

定している先行研究を探索的に調べ

た。  

 

２．認知的フレイルの有病率を報告し

ている国際的で代表的なコホート研

究の結果から、メタアナリシスを行っ

た。各コホート結果の異質性は Q 検定

によって確認し、異質性が有意に認め

られた場合、ランダム効果モデルで統

合した推定有病率を算出した。なお、

異質性の強さは I2 値によって判断し

た。  

 

（倫理的配慮）  

本研究は、ヘルシンキ宣言に沿って

計画され、国立長寿医療研究センター

倫理・利益相反委員会の承認を得て実

施した。対象者には、本研究の主旨お

よび目的を口頭と書面にて説明し、同

意を得た。  

 

 

Ｃ．研究結果 

１．認知症発症についてのアウトカムデー

タが含まれていた報告は 3 件であり 6-8、認

知症の発生率は、運動群（n = 949）で 3.7％、

対照群（n = 1017）では 6.1％であった。ま

た、MCI 発症をアウトカムデータに設定し

た報告は 1 件のみであり 8、MCI の発生率

は運動群（n = 686）では 10.2％、対照群（n 

= 682）では 9.1％であった（図 1）。 

 

２．日本、台湾、シンガポール、イギリス、

イタリア、フランスで実施されている 6 つ
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のコホートから認知的フレイルの有病率

の報告がなされている。各コホートにおけ

る認知的フレイルの操作的な定義は表 1 に

示すとおりであり、必ずしも統一された評

価指標ではなく、報告されている認知的フ

レイルの有病率は 0.95%～22.0%とばらつ

きのある結果が示されている。6 つのコホ

ートから報告されている認知的フレイル

の有病率における異質性を確認したとこ

ろ、強い異質性が認められたため（I2 ＝ 

99.5%，p＜0.01）、ランダム効果モデルで統

合のステイ有病率を算出した。認知的フレ

イルの統合した推定有病率は 4.8%（n = 

18608）で 95%信頼区間は 1.4%～14.8%であ

った（図 2）。 

 

 

Ｄ．考察 

RCT デザインで 1 年以上の長期に

わたる運動介入による認知症発症を

アウトカムにした報告は 3 件、MCI 発

症をアウトカムにした報告は 1 件であ

った。高齢者における臨床的に意義の

ある認知機能低下の予防を実践する

ためには、認知症もしくは MCI など

の認知機能低下の発生に対する抑制

効果の検証が求められるが、このこと

を明示することは容易ではない。認知

症のリスクが高い MCI 高齢者を介入

対象と設定する場合、地域高齢者の

20%程度に MCI が存在すると仮定す

ると、100 名の介入対象者を抽出する

ために 500 名のスクリーニングが必要

となる。介入研究の同意率や脱落の割

合を考慮するとさらに多くのスクリ

ーニング対象者が必要となる。また、

認知症の発症をアウトカムに設定す

ると、健常高齢者における 1 年間での

発症率が 1%、MCI 高齢者で 5～10%と

仮定して、健常高齢者 100 名を介入対

象としても 1 年間で 1 名の発症が生じ

るか否か、MCI 高齢者 100 名を介入対

象としても 1 年間で 5～10 名の発症が

生じるか否かの割合である。そのため、

真の認知症の発症予防を明確にする

には、より多くの対象者を長期にわた

って観察する必要があり、非常に大規

模な研究プロジェクトの実施が必須

となる。今回、探索的に調べた結果、

認知症発症をアウトカムにした RCT

の 3 件、MCI 発症をアウトカムにした

RCT の 1 件が抽出されたが、いずれも

対照群に比べて運動群が明らかに発

症率を抑制できたとする差異は認め

られなかった。これらの報告では、対

照群にも運動以外の介入が行われて

いた。対照群に対する介入は運動トレ

ーニングに比べると認知機能を改善

する効果が小さいと推察されるが、対

照群においても認知機能の賦活につ

ながる刺激が皆無であったとはいえ

ない。例えば、対照群では健康教育や

社会的な関わりが推進されており、こ

れらの社会的な相互作用は脳の健康

に寄与することも報告されている 9。

そのため、介入を全く行わなかった場

合と比較すると運動介入の効果は期

待できるかもしれない。  

 認知的フレイルについては、メタア

ナリシスの結果より 4.8%の統合され

た推定有病率が示された。しかしなが

ら、認知的フレイルの有病率の報告は
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0.95%～22.0%とばらつきが大きく、さまざ

まな操作的な定義が使用されている。認知

的フレイルは、身体的フレイルに認知機能

障害や低下が併存する状態とされ 10、認知

的フレイルの操作的な定義には、身体的フ

レイルの判定ならびに認知機能障害（もし

くは低下）のいずれにおいても定義の設定

が求められる。現状、各コホートによって

定義が異なっており、例えば、NCGG-SGS

の報告 11 では身体的フレイルの判定には

Fried’s 定義に準じた判定を行っており、5

項目のうちで 3 項目以上を身体的フレイル

としている。この時点で、該当者は 10%を

下回ることが推察される。そのうち、認知

機能の低下を伴う者が認知的フレイルと

判定されるため、全体に比すると 1.2%程度

と非常に低い割合になる。つまり、現状に

おいては、認知的フレイルの有病率は、判

定基準に大きく左右されてしまう。高齢期

における生活機能障害や要介護といった

有害事象の予防を推進していくためには、

そのリスクを有する者への注意喚起は重

要である。しかし、その割合が非常に少な

すぎると、スクリーニングに多大な労力が

必要となりすぎてしまい、効率的な予防活

動には結びつきにくい。そこで、認知的フ

レイルに関しては、改訂した操作的定義の

必要性やその改訂された定義による認知

症の発症要因となり得ることが報告され

ており 12、新たな定義としての一般的な活

用方法や有病率の算出などが今後も必要

であろう。

Ｅ．結論

本研究では、1 年以上の長期の運動

介入によって認知症の発症抑制に寄

与するか否かを検証するために、RCT

の認知症発症および MCI 発症をアウ

トカム指標として設定している先行

研究を探索的に調べたところ、いずれ

も対照群に比べて運動群が明らかに

発症率を抑制できたとする差異は認

められなかった。真の認知症の発症予

防を明確にするには、より多くの対象

者を長期にわたって観察する必要が

あり、非常に大規模な研究プロジェク

トが必須であり、今後も検証を積み重

ねていくことの重要性が示された。ま

た、認知的フレイルの統合した推定有病率

は 4.8%で 95%信頼区間は 1.4%～14.8%で

あり、各コホートによって操作的な定義が

一貫されておらず、報告のある有病率には

0.95%～22.0%とばらつきが大きく、一定の

統制された操作的な定義の確立が必要で

あると考えられた。
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図 1．運動群と対照群での認知症および MCI の発症率 
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表 1．各研究コホートにおける認知的フレイルの操作的定義 
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NCGG-SGS: National Center for Geriatrics and Gerontology-Study of Geriatric Syndromes, Japan; ILAS: I-Lan 

Longitudinal Aging Study, Taiwan; SLAS-1: Singapore Longitudinal Ageing Study, Singapore; The “Gait and Brain 

Study”, London, Ontario; ILSA: The Italian Longitudinal Study on Aging, Italy; MAPT: Multidomain Alzheimer 

Disease Preventive Trial, France 

図 2．認知的フレイル有病率のメタアナリシス 
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